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1. はじめに 

我が国では、1960 年代に総理府統計局（当時）が空間統

計を作成するための集計単位（グリッドまたはメッシュ）

の定義について省庁横断的な研究を行い、地域メッシュコ

ードと呼ばれる緯度と経度に基づく集計単位とコード付与

体系を日本の標準として提唱した。さらに、このコード体

系は日本工業規格として 1974 年に地域メッシュコード(JIS 

X0410)として標準化され現在に至っている[1]。これにより、

政府統計を空間統計として公表する場合には、地域メッシ

ュコードに従って公開することが現在に至るまで行われて

いる。総務省統計局は e-Stat 内「地図で見る統計」を通じ

て国勢調査や経済センサスに基づく地域メッシュ統計を公

開している[2]。また、国土交通省国土政策局国土政策課は

国土交通省が有する国土数値情報や輸送、観光に関する位

置情報を含む政府統計を地域メッシュ統計化して公開して

きた[3]。 

地域メッシュコードは、我が国で 40年以上利用され続け、

様々な種類の地域メッシュ統計が産業界および行政の分野

で作成されている実績を有する。地域メッシュ統計は異な

る統計を空間で連結し、統合分析を行うことができ、更に、

任意の形状にメッシュ近似ではあるが再集計することが可

能である。地域メッシュ統計は緯度経度を用いて統計を作

成するため、行政区画の合併や変更など時間的変化に対し

て影響を受けないという長所を有する。 

測量法の「測量の基準」が日本測地系から世界標準であ

る世界測地系(ISO 6709)に改正され、2002 年 4 月 1 日から

施行されたことにより、基準測量や公共測量は世界測地系

で表示されなければならなくなった。これを受け、2002 年

に JIS X 0410についても、10年間の移行期間を設けて 1974

年の地域メッシュコードの日本工業規格での定義を世界測

地系に改め(JIS X 0410:2002)、2012 年から世界測地系によ

る地域メッシュコードの定義のみが標準とされるようにな

った。そのため、現在は世界測地系に従った地域メッシュ

統計のみが公表されるようになっている。 

このような背景から、現在我が国で研究され利用されて

きた地域メッシュコード(JIS X0410)は日本以外の他国にお

いても利用可能な状況となっている。 

本稿では、この地域メッシュ統計を世界メッシュ統計と

して拡張し、これを全世界レベルで可視化定量化すること

ができる多言語の分析基盤について報告するとともに、開

発方法と開発中の世界メッシュ統計分析基盤で利用可能な

機能について一部紹介する。 

2. 世界メッシュコードとは 

発表者（佐藤・椿）は、世界測地系に従う地域メッシュ

コードの上位に 2 桁のコードを付加することによって、世

界メッシュコード体系を構成できることを示した。この世

界メッシュコードは地域メッシュコード(JIS X0410)の上位

互換性を有する全世界を覆うことができるメッシュコード

体系[4]であり、図 1に示すように、JIS X0410と同様に 1次

メッシュコードから 6 次メッシュコードまでの 6 階層の階

層性を有し、緯度と経度から一意にメッシュコードが決ま

る。 

特に、3 次メッシュコード(10 桁)は緯度 latitude と経度

longitude を与えた場合(1)式で定義され、1 つの 3 次メッシ

ュは互いにオーバーラップせず、緯度経度からのみから決

定される緯度方向 30 秒、経度方向 45 秒の矩形状集計単位

を与える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

逆に 3 次世界メッシュコード opuqvrw が与えられている

場合、そのメッシュの北西の緯度(latitude)と経度(longitude)

は以下の式で与えられる。 

世界メッシュコードは地域メッシュコード(JIS X0410)に

対して上位互換性を有するため、地域メッシュコード(JIS 

X0410)の上位に 20を追加することにより、現状で国内にお

いて整備されている地域メッシュ統計をそのまま世界メッ

シュ統計として取り込むことが可能である。 
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総務省統計局が公開する我が国の市区町村別 3 次メッシ

ュコード一覧[5]を参考として、GADMの Shapeファイルか

ら世界 252 の国と地域に対する行政界世界メッシュデータ

の作成を行いこれの公開を行っている[6]。更に、JAXA だ

いち(ALOS) 30m 標高データに基づく、世界メッシュ標高

統計、NASA 夜間光データに基づく世界メッシュ夜間光デ

ータの計算とその利用を行っている。これらのデータは世

界メッシュ研究所[6]の Webページから公開している。 

 

図 1 世界メッシュコード体系の概念図。1次メッシュ：6

桁(緯度方向 40分、経度方向 1度)、2次メッシュ：8桁

（緯度方向 5分、経度方向 7.5分）、3次メッシュ：10桁

(緯度方向 30秒, 経度方向 45秒)、4次メッシュ：11桁（緯

度方向 15秒, 経度方向 22.5秒）、5次メッシュ：12桁(緯

度方向 7.5秒、経度方向 11.25秒)、6次メッシュ：13桁

（緯度方向 3.75秒、経度方向 5.625秒） 

 

3. 世界メッシュ統計データ可視化・分析基盤 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 世界メッシュ統計データ可視化・分析基盤の概念図 

 

本節では現在開発中の世界メッシュデータ可視化・分析

基盤[4]について紹介する。この可視化・分析基盤はクラウ

ドコンピュータ上に構築しており、クラウドコンピュータ

上に構築した仮想サーバー（データベースサーバー、Web

サーバー、データ収集サーバー）を用いて分析基盤の実装

を行っている。HTML形式による Webブラウザでの閲覧を

前提とした N種類の機能と機械判読可能な形で出力を得る

M 種類の API出力機能を有している。この世界メッシュ統

計データ分析基盤の概念図を図 2に示す。 

世界メッシュ統計データは個別にデータベースとして格

納されており、更に、国ごとに異なるテーブルとして保管

されている。世界メッシュ統計統合・成形管理部はこれら

の世界メッシュ統計データを対応する機能と選択された場

所と領域（緯度経度および区画の大きさ）に応じて選別し

統合してデータ配列として取り出す。HTML 出力の場合、

これらを統合、成形したメッシュ統計データを機能ごとに

峻別して出力する。API 出力の場合は指定された API 形式

出力形式に変換後、機能ごとに峻別して機械判読可能な形

で世界メッシュ統計データを出力する。 

ユーザー管理部はユーザーデータベースを有しており、

また、言語管理部は多言語テーブルを有している。ユーザ

ー管理部に保管されるユーザー情報を参照して多言語テー

ブルで選択言語に世界メッシュ統計データのフィールド名

を変換して世界メッシュ統計は読み出しされる。更に、

HTML 形式出力に付加される文章についても、ユーザーの

言語設定に応じて言語変換が行われて出力が行われる。多

言語変換テーブルの作成は、Microsoft 社 Azure が提供する

機械翻訳機能 API を使用し、英語と日本語を手作業により

作成した後、これら 2 つの言語を基に多言語への機械翻訳

を行い言語変換テーブルの作成を行った。その後、翻訳さ

れた各用語に対して、多言語テーブル内の機械翻訳結果を

母語とし、英語または日本語を理解することができるユー

ザーに翻訳結果の確認修正作業を依頼することで、多言語

テーブルの整備をすすめている。現在９か国語（英語、日

本語、ドイツ語、イタリア語、スペイン語、韓国語、ベト

ナム語、中国語、ポーランド語）をサポートしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 世界メッシュ統計可視化・分析基盤のスナップショッ

ト。（上）位置選択画面の例。（下）世界メッシュ統計の

可視化の例。（左：NASA2012年や夜間光強度 3次メッシ

ュ、右：2012年総務省統計局経済センサスに基づく労働者

数 3次メッシュ） 
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図 3 は図 2 で示した世界メッシュ統計データ可視化分析

基盤のスナップショットである。左側に存在する、地図を

用いて世界メッシュコードを選択（または、対象とする位

置座標をカテゴリごとに選択）し、その周辺距離を指定す

ることにより、矩形状に複数の世界メッシュデータをデー

タベースから抜き出す。抜き出された世界メッシュデータ

を空間上にヒートマップとして表示することにより、可視

化し、かつ、２種類の異なる世界メッシュデータに対する

散布図の作成、線形回帰分析の機能を有する。機能ごとに

選び出される世界メッシュデータの組み合わせを変え、ま

たは、指定された領域で再集計することにより希望する統

計量の算出を行える機能を有する。 

図 4 に、世界メッシュ統計データ可視化・分析基盤の状

態推移図を示す。本システムはユーザーアカウントを作成

する方式であり、ログイン画面からパスワード認証後トッ

プ画面に推移する。トップ画面ではユーザー情報の更新、

パスワード変更、通貨交換レートテーブルの表示、ログア

ウトが選択可能である。更に、トップページから場所選択

画面に移動後、地図上から世界メッシュ統計をデータベー

スから抜き出すための位置とその周辺区画の選択を行いデ

ータの抜き出しを行う。最初に表示されるのは基本世界メ

ッシュ統計であり、その後、各機能に特化した世界メッシ

ュ統計やそこから計算される時系列データの表示分析機能

ごとに分岐できる。ユーザーごとに利用できる機能の制限

を行うことができ、ユーザーは許可された機能のみを選び

出し利用することができる。 

現在の実装では、政府統計に基づくメッシュ統計、衛星

データに基づくメッシュ統計及びインターネット上のホテ

ル予約サイト・求人紹介サイトから収集したポイントデー

タに基づくメッシュ統計を世界メッシュ統計化してデータ

ベース上に保管し、機能ごとにそれらの組み合わせを設計

している。これら世界メッシュ統計は分析基盤を通じて

Webブラウザを通じて出力され、分析用 Javascriptと対応さ

せることで、Web ブラウザが動作する計算機上で可視化・

解析を行い複数の統計表示機能を実装している。 

世界メッシュ統計を作成するためのデータ源として、3

種類のデータ(政府統計に基づくメッシュ統計、衛星デー

タに基づくメッシュ統計及びインターネット上のサイトか

ら収集した位置情報付きデータ)に基づくメッシュ統計を

利用しており、源データから、世界メッシュ統計を作成す

る方法として以下 4種類の方法が存在する。 

1. 政府統計として公開される地域メッシュ統計を世界メ

ッシュ統計として変換する。国内で流通する地域メッシュ

コードの上位に 20を付加する。または他国の異なる集計単

位で作成されたグリッド統計を面積案分計算により世界メ

ッシュ統計により近似する。 

2. 世界メッシュコードで定義される区画より小さな区画

で集計された統計または観測データ（4 次地域メッシュデ

ータより小さな地域メッシュデータおよび衛星データ）か

らより大きなメッシュ統計を作成する。 

3. 緯度経度を含むポイントデータから世界メッシュコー

ドで定義される区画を利用して集計を行う。 

4. 多角形（ポリゴン）として表現されるラベル付き閉領

域を世界メッシュコードで表現される区画が含まれるかを

検査することによりラベルに関する世界メッシュデータを

作成する。 

更に、現在開発中の定量化・可視化機能は大別すると 6

種類存在している。 

(1) 世界メッシュ統計を視覚的に表示する機能 

(2) 2 種類の世界メッシュ統計を散布図として表示して回帰

分析を行う機能 

(3) ある世界メッシュに対して存在する値を一覧として表

示する機能  

(4) 日次ごとの世界メッシュ統計を選択範囲で集計して、

時系列データとして表示する機能 

(5) 世界メッシュ統計を行政界メッシュデータに従い集計

することにより、行政区画の統計に再集計する機能 

(6) 世界メッシュ統計を選択された区画で再集計すること

により、選択された位置の周辺の統計を作成する機能であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 世界メッシュ統計可視化・分析基盤の状態推移図 

 

4. 世界メッシュ統計可視化・分析基盤の開発手法 

ビッグデータ標準化の文脈では、ビッグデータ参照モデ

ルと呼ばれる役割分担とレイア―を規定したモデルが

NIST により提案された。この、ビッグデータ参照モデル

では、ビッグデータ利活用で現れる役割とその名称および

それらの関係を定義している[8]。このビッグデータ参照モ

デルの概念図を図 5に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 ビッグデータ参照モデル 

 

このビッグデータ参照モデルには 5 種類の役割（データ

利用者、データ提供者、データ指揮者、データアプリケー

ション開発者、データ基盤運営者）が定義されており、デ

ータ利用者とデータ提供者を結びつける形としてデータア

プリケーションが存在しており、データアプリケーション

はデータ指揮者の管理のもと開発・運用がなされ、これら
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はデータ基盤運営者が運営する計算資源の上で稼働すると

いうモデルである。 

本稿で紹介した世界メッシュ統計可視化・分析基盤はデ

ータアプリケーションとして位置付けられるため、データ

提供者とデータ利用者を結合するアプリケーションである。

データアプリケーションを開発する場合、データ利用者と

データ提供者とを相互に結びつけるためにデータ利用者に

とって有益となるアプリケーションを開発する必要がある

が、一般にこの問題はチキン・エッグ問題に直面する。 

データ提供者はニーズに基づきデータを作成しデータを

提供したいと考える。この活動はデータ利活用の事例が存

在している必要があるが、アプリケーションとデータ利用

者が存在していない状況ではデータ提供者が提供するデー

タを決められないという問題がある。他方、データ利用者

はアプリケーション内に希望のデータが存在していれば、

利用したいと考えているが、具体的なデータの利用事例に

ついてはアプリケーションが見えるまで理解できない。そ

のため、どのようなデータアプリケーションを開発すれば

よいかデータアプリケーション開発者はデータ提供者とデ

ータ利用者双方に対して事例を提示する必要が生じる。 

このチキン・エッグ問題を解決するために、本稿ではデ

ータ提供者として既にオープンデータとしてデータを提供

している行政組織（総務省統計局、統計センター、国土交

通省）が公開する地域メッシュ統計とフリーのインターネ

ットデータＡＰＩ、および、JAXA と NASA が公開する衛

星画像、衛星データをデータ源として世界メッシュ統計を

構築した。他方、これらのオープンデータから作成される

複数の世界メッシュ統計を基に、データ利活用の事例研究

をデータ利用者となる可能性のある組織の実務家または研

究者と共同研究を実施することにより集め、それら事例研

究に基づきアプリケーション開発を行った。 

この時、他の組織の実務内容についてエスノグラフィー

の手法（共同研究に基づく聞き取りと参与調査）を繰り返

し利用することでデータ利活用事例の掘り起こしを行い、

アジャイル開発の手法を用いてアプリケーションの開発を

進めた。このエスノグラフィーの手法を用いた分析は、ビ

ッグデータ参照モデル上では、データ指揮者が行う役割に

相当する。 

アジャイル開発とはソフトウエア開発方法論の一種であ

り、ソフトウエアの仕様を厳密に決定してから、コーディ

ング作業に入るウオーターフォール型開発とは異なり、小

規模なソフトウエア開発を行った後、ソフトウエアの検証

作業を実フィールドで行い、その時のソフトウエア利用に

関するユーザーの意見を取り入れることにより、次のソフ

トウエア開発の仕様とする操作を繰り返す PDCA サイクル

を取り入れたソフトウエア開発の手法である。本稿で紹介

した世界メッシュ統計分析基盤のアジャイル開発のために、

執筆現在(2017 年 6 月)約 100 名のデータ提供者とデータ利

用者が本プロジェクトに協力している。 

 

5. 世界メッシュ統計利活用の事例 

地域メッシュ統計の利活用ユースケースとしては以下の

6種類が想定されている[9]。 

(1)  データ・リンケージとデータの加工: 地域メッシュ単

位のデータを相互に結合（リンケージ）して利用すること

が可能である。データの演算や加工により新しいデータの

合成が可能である。 

(2) 地域メッシュ地図 :地域メッシュデータを地図上に表

示することにより、ある地域の構造を視覚的にとらえるこ

とが可能である。更に、多数のデータについて地域メッシ

ュ統計を用いることで分析が可能となる。 

(3) 任意の地域についてのデータ作成: ある与えられた区

画を表現する地域メッシュ統計を合算または平均すること

により、必要なデータを再集計により得ることが可能とな

る。 

(4)  圏域の決定: 地域メッシュ間の距離が簡単に求められ

ることを利用して、距離により与えられる圏域内の活動や、

需要を評価し、最適配置の問題に適用することが可能であ

る。 

(5) 観察単位としての地域メッシュ: 観察単位としてみる

ことにより、地域メッシュ内のデータを相互に蓄積し、分

析することが可能である。 

(6) シミュレーションの単位としての地域メッシュ: 地域

メッシュをシミュレーションの単位とすることで、パーコ

レーションモデルによる拡散シミュレーションや、移動シ

ミュレーションに地域メッシュを利用することが可能であ

る。 

地域メッシュ統計を用いた経済社会活動の定量的評価に

関する研究[10,11,12]や、災害リスクの見積もり[13,14]につ

いて様々な先行研究がある。例えば、地震ハザードの地域

メッシュデータについては、防災科学技術研究所よりデー

タが公開されている[14]。 

ここでは、水害被害想定に関する地域メッシュデータを

どのように作成したかの経緯と、この水害被害想定メッシ

ュデータを他のデータとリンケージすることにより得られ

た水害被害想定に関する見積もり結果について報告する。 

水害の被害想定地域メッシュデータは現時点では公開さ

れているものは存在していないため、国土交通省国土政策

局国土情報課が提供する平成 24年度国土数値情報浸水想定

区画データのポリゴンデータ[15]をもとに、3次地域メッシ

ュに変換を行い浸水深クラスの 3 次地域メッシュデータを

作成した。 

浸水想定区画データは河川管理者（国土交通大臣、都道

府県知事）から提供された浸水想定区域図をもとに都道府

県ごとにポリゴンデータとして整備したものである。浸水

想定区域データのもととなる浸水想定区域図は水防法(昭

和 24 年法律第 193 号)に基づいて整備されている。水防法

第十条第二項及び第十一条第一項に基づき指定される洪水

予報下線並びに水防法第十三条に基づき指定される水位周

知河川の内、各河川管理者より資料提供を受けられたもの

を基に作成されている。各河川管理者が作成した浸水想定

区域図の GIS データや数値地図データ、浸水想定区域図の

画像データ、紙の浸水想定区域図をスキャンニングにより

電子化した画像データから、浸水深ごとにポリゴン（面）

形式で表現された、シェープファイルが都道府県別にそれ

ぞれ公開されている。このポリゴンデータを基に、地域メ

ッシュ統計化の作業を行うことにより浸水想定区域 3 次地

域メッシュデータの作成を行った。 

ポリゴンデータからメッシュデータへの変換方法は以下

のとおりである。浸水想定区画は浸水深ごとに異なるポリ

ゴンとして保管されている。ポリゴンとして表現される閉
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曲線領域を包含する矩形領域を特定した後、その矩形領域

内に存在する全ての 3 次メッシュに対して閉曲線領域を含

むか、含まないかを評価する。検査した 3 次メッシュが閉

曲線内の領域を含む場合には、地域メッシュコードと閉曲

線が対応する浸水深クラスを出力する。この検査を、該当

する 3 次メッシュ全てに対して行う。図 5 は想定浸水深レ

ベルの 3 次メッシュデータである。色の濃淡が浸水深レベ

ルに対応している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5  平成 24年度国土交通省水深想定区域浸水深 3次メッ

シュデータの可視化図。色の濃淡が浸水深レベルに対応す

る。 

 

 ここで抽出された浸水想定区画浸水深 3次メッシュデー

タと 2010年総務省統計局国勢調査 3次メッシュ統計[16]、

および、2012 年総務省統計局経済センサス労働者、事業者

数 3 次メッシュ統計[17]とを用いることにより、浸水深想

定区画内に暮らす各浸水深レベルにおける人口、労働者数、

事業所数の概算を行った。計算結果を表 1 に示す。この表

から 5.0m以上の浸水深クラスを有する 3次メッシュに 88.5

万人(33.8万世帯)が暮らしており、39,142事業所で働く 38.0

万人の労働者が存在していることが分かる。また、2.0-

5.0mの想定浸水深にクラス人口は 1092.5万人(453.4万世帯)

が暮らしており、54.3 万事業所で 547.6 万人の労働者が働

いている。更に、1.0m 以上の浸水深を有するメッシュに暮

らす人口は、2322.9万人であり、これは 2010年国勢調査で

確認される日本の総人口の 18.1%に相当する。 

 

表１ 浸水深クラスごとでの人口、事業所数、労働者数

の集計結果 

浸 水 深

レベル 

3 次メッシ

ュ数 

人口(人) 事業所数 労働者(人) 

0-0.5m

未満 

5,617 11,261,338 629,893 6,976,519 

0.5-1.0m

未満 

3,565 6,166,131 328,678 3,466,063 

1.0-2.0m

未満 

6,155 11,418,739 603,637 5,979,277 

2.0-5.0m

未満 

6,889 10,925,326 543,858 5,476,574 

5.0m 以

上 

1,116 885,905 39,142 380,971 

本稿で提案する世界メッシュ統計データ分析基盤を用い

ることにより場所ごとでの想定浸水深と政府統計による国

勢調査を連動させてインタラクティブに空間リスクの計量

を行うことが可能である。 

 地域メッシュ統計から再集計を行う場合、再集計区画面

積に依存して、インタラクティブな計算を行うことが困難

となる場面がある。特に、国レベルでの再集計作業がそれ

に該当する。このような場合、事前に再集計計算をバッチ

処理的に行い計算結果に関するデータベースをシステム内

に保有しておく必要がある。 

 

6. LODによる世界メッシュ統計データの作成 

統計センターが運用している e-Stat では、オープンデー

タの最上位レベルと言われている Linked Open Data(LOD)で

統計データの提供を 2016年から開始をしている[18]。 

LODは World Wide Web Consortium(W3C)から勧告されて

いる標準的な技術で構成されており、各種データは

Resource Description Framework(RDF)を用いて作成し、デー

タの検索には SPARQL Query Language(SPARQL)を利用する。

また、統計データなどの多次元データを RDF化する方法と

しては、RDF Data Cube Vocabulary が W３C から勧告され

ており、e-Statではこれを用いて作成している。 

RDF Data Cube Vocabulary では、統計データを次元

(Dimension)，測度 (Measure)、観測値 (Observation)、属性

(Attribute)の４つの要素で構成する。次元は、統計データを

何で分類したかを表すもので、地域、時間、性別、年齢な

どが該当する。測度は、統計データを何で集計等したもの

か表したもので、人、価格、指数などが該当する。観測値

は、統計データの数値そのものを表すものである。属性は、

統計データに付随する属性を表すもので、単位、状態など

を表すものである。実際の統計表で説明すると図６のよう

になる。 

図 6 統計 LODにおける定義 

 

上記の概念を基に、１つの統計データ（セル）ごとに

URI を付与し、次元などの定義とリンクする形で統計デー

タを RDFに変換し、国勢調査などのデータの一部を公開し

ている。 

現時点では、メッシュ統計データは LODとして公開して

いないが、上記の方法を用いて国勢調査などのメッシュ統

計データを提供することを予定している。国勢調査のメッ

シュ統計は、性別人口などを 3次、4次、5次メッシュで公

開しており、メッシュコードは地域を表す属性であるため、

次元の一つとして各データとリンクすることとなる。また、

それぞれのメッシュコードに世界メッシュコードを用いて

URI を定義し、基本情報（緯度経度情報など）をリンクす

ることを考えており、イメージは図 7の通りとなる。 

メッシュ統計データを世界メッシュコードとともに RDF

化し LODとして公開することにより、統計データの所在が

明確化され、データ定義も標準化される。さらに、世界メ
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ッシュコードが URI として定義されるため、統計データ以

外の他のデータとのリンクが容易となり、世界メッシュコ

ードをキーとしたデータの取得が可能となることが期待さ

れる。 

 

図 7 メッシュ統計データの RDF化 

 

7. まとめと今後の課題 

本稿では、空間と紐づけることによりデータの連結を可

能とする可視化定量システムの提案を、世界メッシュコー

ドと世界メッシュ統計により実現する方法および、そのよ

うな可視化定量化システムが有する利活用の可能性につい

て言及した。世界メッシュコード体系について概要を述べ

るとともに、政府統計から公開されているデータの例、分

析基盤の構造について示した。本稿では、水害被害想定メ

ッシュデータをポリゴンデータから作成することにより、

総務省統計局国勢調査、経済センサス地域メッシュ統計と

結合分析を行い、浸水深クラスごとに存在する経済社会的

価値について見積もりを行える事例を示した。また、オー

プンデータでの活用が期待されている LODを用いたメッシ

ュデータの作成についても触れ今後の発展性について紹介

した。 

一般に、データアプリケーションの開発においては、デ

ータ提供者とデータ利用者をどのように増やし、データ利

活用の事例およびユースケースをどのように開発していけ

ばよいかという問題がある。 

本稿で述べた世界メッシュ統計データ可視化・分析基盤

の開発では、データ提供者としてオープンデータを提供す

る政府組織および企業に協力を求めつつ、データ利用者と

なり得る潜在的な組織内の実務家・研究者との共同研究を

通じてデータ利活用の事例とユースケースを獲得しながら

すすめている。特に、データ分析基盤の開発をアジャイル

開発により PDCAサイクル的に発展させることによりアプ

リケーションの機能を充実させながら、データ提供者とデ

ータ利用者を増やすことでコミュニティーの形成をはかる

手法を採用した。 

今後の課題として、世界メッシュ統計データの拡充のた

めのデータ提供者の組織化による世界メッシュ統計の拡充

およびそのための世界メッシュコード計算ライブラリの普

及が挙げられる。また、世界メッシュ統計データを利用す

る利用者の組織化とユースケース開発、および世界メッシ

ュ統計データ分析基盤へのアジャイル開発（実装と実環境

中での評価）の継続が挙げられる。 
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